
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和２年７月１７日（金） １０：０３～１０：１９ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣，内閣府特命担当大臣） 

森 まさこ 国務大臣（法務大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（外務大臣） 

萩生田 光 一 国務大臣（文部科学大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（厚生労働大臣） 

江 藤 拓 国務大臣（農林水産大臣） 

梶 山 弘 志 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

赤 羽 一 嘉 国務大臣（国土交通大臣） 

小 泉 進次郎 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（防衛大臣） 

菅 義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

田 中 和 德 国務大臣（復興大臣） 

武 田 良 太 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

衛 藤 晟 一 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

竹 本  一 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

北 村 誠 吾 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

橋 本 聖 子 国務大臣（東京オリンピック・パラリンピック担当大臣，内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：西 村 明 宏 内閣官房副長官 

岡 田 直 樹 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      ７件 

○公布（条約）    ２件 

○政令        １件 

○人事        ２件 

○報告        １件 

いずれも，案件表のとおり，決定等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

まず，閣議案件について，岡田副長官から御説明申し上げます。 

○岡田内閣官房副長官：一般案件について，申し上げます。まず，「世界最先端デジタ

ル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画の変更」について，御決定をお願い

いたします。本件は，官民データ活用推進基本法に基づき，官民データ活用に関す

る情勢の変化等を踏まえ基本計画の変更を行うものであり，決定の上は，国会に報

告するものであります。本件につきましては，後程，竹本大臣から御発言がありま

す。 

次に，「統合イノベーション戦略２０２０」について，御決定をお願いいたします。

本件につきましては，後程，竹本大臣から御発言があります。 

次に，「日・ベトナム受刑者移送条約」の効力発生のための公文の交換及び「専門

機関特権免除条約附属書ⅩⅧ」の適用を通告することについて，御決定をお願いい

たします。これらの条約は，先の通常国会で承認を得たものであります。あわせて，

これらの条約を公布することについて，御決定をお願いいたします。 

次に，信・解任状に認証を仰ぐことについて，御決定をお願いいたします。本件

は，「バチカン国」及び「バヌアツ国」駐箚特命全権大使の異動に伴い，交付すべき

信任状及び解任状であります。 

次に，政令について，御決定をお願いいたします。「地域における一般乗合旅客自

動車運送事業及び銀行業に係る独占禁止法の特例法施行令」は，同法の施行に伴い，

金融庁長官に委任されない内閣総理大臣の権限を定めるものであります。 

次に，人事案件について，申し上げます。まず，裁判官人事といたしまして，判

事兼簡易裁判所判事に任命するもの外２件について，御決定をお願いいたします。   

次に，廣瀬典民外１８５名の叙位又は叙勲等について，御決定をお願いいたしま

す。 

次に，「令和２年度第１・四半期に締結された無償資金協力に係る取極」について，

御報告があります。本件は，本年４月から６月までの３か月間に締結された，２９

か国，２機関の計４３件，総額約２４２億円の取極について，取りまとめたもので

あります。 

次に，件名外案件について，申し上げます。まず，「円借款の供与に関する書簡」

をインドネシアとの間に交換することについて，御決定をお願いいたします。本件

は，「新型コロナウイルス感染症への積極的な対応及び支出支援プログラム・ロー

ン」に５００億円を限度とする円借款を供与することについて，取り極めるもので

あります。なお，２０日の書簡交換まで不公表といたしたいので，御了承をお願い

いたします。 

次に，「無償資金協力に係る取極の締結」について，御決定をお願いいたします。

本件は，我が国と相手国政府との間で実質的な合意をみた無償資金協力を取りまと

めたもので，３１か国，２機関に対する計４４件，総額約２３４億円の贈与を行う

ものであります。個々の案件につきましては，相手国政府との書簡交換までそれぞ

2



 

れ不公表といたしたいので，御了承をお願いいたします。なお，締結状況は適宜取

りまとめ，別途，閣議に御報告することといたします。 

〇菅国務大臣：次に，竹本大臣から２件御発言がございます。 

〇竹本国務大臣：まず，今般改定した「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民デー

タ活用推進基本計画」は，新型コロナウイルス感染症の拡大も踏まえつつ，ニュー

ノーマルな社会において，全ての国民が安全で安心して暮らせ，豊かさを実感でき

る「強靱なデジタル社会の実現」に向けて，政府として重点的に取り組むべき諸施

策を取りまとめたものです。 

 情報通信技術（ＩＴ）政策担当大臣として，今般の新型コロナウイルス感染症対

策を通じ，社会全体のデジタル化，その中でも，特に，行政のデジタル化を徹底す

ることの必要性を改めて痛感しているところです。 

 本戦略では，情報通信技術を活用した感染症対策に係る取組を推進するとともに，

「行政のデジタル化の徹底」や「政府ネットワーク環境の再構築」，「次世代インフ

ラの整備」などの社会基盤の整備等を通じ，ニューノーマル時代に対応した「デジ

タル強靱化社会の構築」に取り組んでまいります。 

 ニューノーマル時代におけるＩＴ政策の果たすべき役割は，これまで以上に高ま

っています。今後も，ＩＴ総合戦略本部が司令塔となり，本戦略の実現に努めてま

いりますので，関係閣僚の皆様におかれましては，特段の御尽力・御協力をお願い

いたします。 

次に，「統合イノベーション戦略２０２０」について申し上げます。安倍内閣にお

いては，第５期科学技術基本計画において掲げたソサエティ５．０を実現すべく，

毎年，統合イノベーション戦略を策定し，基礎研究から社会実装までの科学技術・

イノベーション政策を統合し，強力に推進してきました。 

この１年間，新型コロナウイルス感染症の拡大や大規模災害の発生，イノベーシ

ョンをめぐる覇権争いの激化など，国内外の状況は著しく変化しました。また，先

の国会において，人文科学やイノベーションの概念を追加する改正科学技術基本法

が成立しました。これらの変化を踏まえ，重点的に取り組むべき施策として，「統合

イノベーション戦略２０２０」を取りまとめました。 

本戦略を速やかに実行に移してまいりたいと考えておりますので，関係閣僚の皆

様におかれては，特段の御理解・御協力を賜りますよう，お願い申し上げます。 

〇菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

  引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

  御発言はございますか。 

  無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和２年 

７月 17日 

◎ 一 般 案 件

   ○ 世 界 最 先 端 デ ジ タ ル 国 家 創 造 宣 言 ・ 官 民 デ ー タ 活

用 推 進 基 本 計 画 の 変 更 に つ い て （ 決 定 ）

（ 内 閣 官 房 ） 

〃 ○ 統 合 イ ノ ベ ー シ ョ ン 戦 略 ２ ０ ２ ０ に つ い て

（ 決 定 ） （ 内 閣 府 本 府 ） 

〃 ○ 刑 を 言 い 渡 さ れ た 者 の 移 送 に 関 す る 日 本 国 と ベ ト

ナ ム 社 会 主 義 共 和 国 と の 間 の 条 約 の 効 力 発 生 の た

め の 外 交 上 の 公 文 の 交 換 に つ い て （ 決 定 ）

（ 外 務 省 ） 

〃 ○ 専 門 機 関 の 特 権 及 び 免 除 に 関 す る 条 約 の 附 属 書 Ⅹ

Ⅷ に 従 い 同 条 約 の 規 定 を 世 界 観 光 機 関 に 適 用 す る

こ と を 約 束 す る 通 告 に つ い て （ 決 定 ）  （ 同 上 ）

   ☆ バ チ カ ン 国 駐 箚 特 命 全 権 大 使 岡 田 誠 司 外 １ 名 に 交

付 す べ き 信 任 状 及 び 前 任 特 命 全 権 大 使 中 村 芳 夫 外

１ 名 の 解 任 状 に つ き 認 証 を 仰 ぐ こ と に つ い て

（ 決 定 ）               （ 同 上 ）

◎ 公 布 （ 条 約 ）

   ☆ 刑 を 言 い 渡 さ れ た 者 の 移 送 に 関 す る 日 本 国 と ベ ト

ナ ム 社 会 主 義 共 和 国 と の 間 の 条 約 （ 決 定 ）

（ 外 務 省 ） 

〃 ☆ 専 門 機 関 の 特 権 及 び 免 除 に 関 す る 条 約 の 附 属 書 Ⅹ

Ⅷ （ 決 定 ）              （ 同 上 ）

◎ 政 令 

   ○ 地 域 に お け る 一 般 乗 合 旅 客 自 動 車 運 送 事 業 及 び 銀

行 業 に 係 る 基 盤 的 な サ ー ビ ス の 提 供 の 維 持 を 図 る

た め の 私 的 独 占 の 禁 止 及 び 公 正 取 引 の 確 保 に 関 す

る 法 律 の 特 例 に 関 す る 法 律 施 行 令 （ 決 定 ）

（ 内 閣 官 房 ・ 金 融 庁 ・ 国 土 交 通 省 ） 

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料  
な し

資 料
な し

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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◎ 人  事 

   ☆ 早 坂 あ さ か 外 １ 名 を 判 事 兼 簡 易 裁 判 所 判 事 に 任 命

し，判事兼簡易裁判所判事合田悦三の兼官を免じ，

判 事 兼 簡 易 裁 判 所 判 事 田 中 一 洋 外 ２ 名 を 願 に 依 り

免 ず る こ と に つ い て （ 決 定 ） 

☆ 元 高 知 県 公 立 学 校 長 廣 瀬 典 民 外 １ ８ ５ 名 の 叙 位 又

は 叙 勲 等 に つ い て （ 決 定 ） 

 

◎ 報  告 

   ☆ 令 和 ２ 年 度 第 １ ・ 四 半 期 に 締 結 さ れ た 無 償 資 金 協

力 に 係 る 取 極 に つ い て        （ 外 務 省 ） 

 

 

〔 ○ 署 名 あ り  ☆ 署 名 な し 〕   

 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
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                 令 和 ２ 年 

                 ７ 月 17 日 

 

◎ 一 般 案 件 

  ○ 円 借 款 の 供 与 に 関 す る 日 本 国 政 府 と イ ン ド ネ シ ア

共 和 国 政 府 と の 間 の 書 簡 の 交 換 に つ い て （ 決 定 ） 

                    （ 外 務 省 ） 

 〃  ○ 無 償 資 金 協 力 に 係 る 取 極 の 締 結 （ 令 和 ２ 年 度 第 ４

次 取 り ま と め 分 ） に つ い て （ 決 定 ）   （ 同 上 ） 
 
 
〔 ○ 署 名 あ り  ☆ 署 名 な し 〕   

 

 件 名 外 案 件  （ 金 ）  

資 料  
な し  
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